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連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項

全ての子会社９社を連結しております。
子会社の名称は次のとおりであります。㈱丹青ＴＤＣ、㈱丹青ディスプレイ、㈱丹青研究所、㈱ＪＤＮ、㈱丹青ビジネス、㈱丹
青ヒューマネット、㈱ティーアンドティー、丹青創藝設計咨詢（上海）有限公司、北京丹青嘉輝建築装飾有限公司。

２．持分法の適用に関する事項
持分法を適用している関連会社

持分法を適用している関連会社はありません。
なお、前連結会計年度において持分法適用関連会社でありました㈱丹青モールマネジメントにつきましては、平成28年12月
15日付で株式の全てを譲渡したため、当連結会計年度より持分法の適用範囲から除外しております。

持分法を適用していない関連会社
持分法を適用していない関連会社は１社であり、名称は呉エイチ・アンド・テイ㈱であります。当該関連会社は、当期純損益
（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が
軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
丹青創藝設計咨詢（上海）有限公司及び北京丹青嘉輝建築装飾有限公司の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成
にあたっては、決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行って
おります。

４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
満期保有目的の債券………定額法による償却原価法
関連会社株式………………移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの…………決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの…………移動平均法による原価法
デリバティブ…………………時価法
たな卸資産

商品…………………………移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定しております。）

未成工事支出金……………個別法による原価法
材料貯蔵品…………………移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定しております。）
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産

リース資産以外……………定率法
の有形固定資産　　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物・構築物 10～47年
機械・運搬具・工具器具備品 ３～15年

リース資産
所有権移転ファイ………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
ナンスリース取引
に係るもの
所有権移転外ファ………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
イナンスリース取
引に係るもの

無形固定資産…………………定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、各社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法によっております。

（3）重要な引当金の計上基準
貸倒引当金……………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上しております。
賞与引当金……………………従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。
役員賞与引当金………………役員に対する賞与の支給に充てるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上してお

ります。
完成工事補償引当金…………完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事高に対する補修費の支

出見込額を実績割合により計上している他、特定の工事については、補修費の個別見積額を計上
しております。

工事損失引当金………………受注工事等に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持工事等のうち損失の発生が見
込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事等について、損失見込額を計上し
ております。

役員退職慰労引当金…………連結子会社の役員の退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額の100％を計上し
ております。
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（4）退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債及び資産は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務
から年金資産の額を控除した額を計上しております。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定
式基準によっております。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による按分額（定額法）
を費用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ
る按分額（定額法）を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計
額の「退職給付に係る調整累計額」に計上しております。

（5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在
外子会社の資産、負債、収益及び費用は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部に
おける為替換算調整勘定に含めております。

（6）重要な収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積り
は原価比例法）、その他の工事については工事完成基準によっております。
なお、工事進行基準の適用要件を満たす工事契約が存在しないため、全ての工事について工事完成基準によっております。

（7）重要なヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しております。
なお、振当処理の適用要件を満たしている為替予約等については振当処理を採用しております。

（8）消費税等の会計処理
税抜方式によっております。
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会計方針の変更
企業結合に関する会計基準等の適用
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、「連結財務
諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関す
る会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用
し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を
発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合につ
いては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結計算書類に反映させ
る方法に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行ってお
ります。
企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業分離等会計基準
第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。
この変更により、連結計算書類に与える影響はありません。

平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平
成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を
定率法から定額法に変更しております。
この変更により、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。

表示方法の変更に関する注記
連結損益計算書

前連結会計年度において区分掲記しておりました「持分法による投資利益」（当連結会計年度8,139千円）は、営業外収益の総額
の100分の10以下であるため、当連結会計年度においては営業外収益「その他」に含めて表示しております。

前連結会計年度において営業外収益「その他」に含めておりました「移転補償金」（前連結会計年度17,596千円）は、営業外収
益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度においては区分掲記しております。

前連結会計年度において営業外費用「その他」に含めておりました「社債保証料」（前連結会計年度5,190千円）は、営業外費用
の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度においては区分掲記しております。

前連結会計年度において特別利益「その他」に含めておりました「投資有価証券売却益」（前連結会計年度628千円）は、特別利
益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度においては区分掲記しております。

前連結会計年度において他に一括して特別損失「その他」として掲記すべきものがないため、区分掲記しておりました「投資有価
証券評価損」（当連結会計年度234千円）は、特別損失の総額の100分の10以下であるため、当連結会計年度においては特別損
失「その他」に含めて表示しております。

前連結会計年度において区分掲記しておりました「ゴルフ会員権評価損」（当連結会計年度450千円）は、特別損失の総額の100
分の10以下であるため、当連結会計年度においては特別損失「その他」に含めて表示しております。
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連結貸借対照表に関する注記
１．未成工事支出金等の内訳

未成工事支出金 7,520,062千円
商品 31,501千円
材料貯蔵品 1,251千円
合計 7,552,814千円

２．工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額
損失の発生が見込まれる工事等契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。損失の
発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は、156,512千円であります。

連結損益計算書に関する注記
売上原価のうち工事損失引当金繰入額 133,331千円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数に関する事項

普通株式 48,424,071株

２．配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成28年４月26日
定時株主総会 普通株式 481,107千円 10円00銭 平成28年１月31日 平成28年４月27日

平成28年９月９日
取締役会 普通株式 481,101千円 10円00銭 平成28年７月31日 平成28年10月４日

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
平成29年４月25日開催の定時株主総会において、次のとおり付議いたします。

普通株式の配当に関する事項
（1）配当金の総額 577,316千円
（2）配当の原資 利益剰余金
（3）１株当たり配当額 12円00銭
（4）基準日 平成29年１月31日
（5）効力発生日 平成29年４月26日
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当グループは、資金運用は安全性が高い金融資産に限定して行い、また、資金調達は銀行等金融機関からの借入及び社債の発
行により行っております。デリバティブ取引は、外貨建取引の為替相場変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は
行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されております。
有価証券は、コマーシャル・ペーパー等であり、預金と同様の性格を有するものであります。
投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、信用リスク及び市
場価格変動リスクがあります。
営業債務である支払手形・工事未払金等は、全て１年以内の支払期日であります。
借入金及び社債は、営業取引に係る資金の調達を目的としており、全て固定金利で調達しております。
デリバティブ取引は、外貨建金銭債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした先物為替予約取引であり
ます。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

営業債権は、取引先与信管理基準及び売上債権管理規程に沿って、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
投資有価証券は、信用リスクを軽減するために、格付の高い発行体及び債券のみを対象としております。
デリバティブ取引は、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

② 市場リスク（為替等の変動リスク）の管理
外貨建金銭債権債務の一部は、将来の外貨建取引の範囲内で先物為替予約取引等を利用し、将来の為替変動リスクを抑制し
ております。
投資有価証券は、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
資金計画は四半期ごとに見直しを行い、必要となる資金を計画的に調達しております。
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２．金融商品の時価等に関する事項
平成29年１月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注）２参照）。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

（1）現金預金 14,196,468 14,196,468 －

（2）受取手形・完成工事未収入金等 8,247,197 8,247,197 －

（3）有価証券

その他有価証券 1,999,837 1,999,837 －

（4）投資有価証券

満期保有目的の債券 1,408,405 1,412,718 4,313

その他有価証券 2,489,126 2,489,126 －

資産計 28,341,035 28,345,348 4,313

（5）支払手形・工事未払金等 7,975,475 7,975,475 －

（6）短期借入金 56,488 56,488 －

（7）社債（１年内償還予定の社債を含む） 1,100,000 1,103,920 3,920

（8）長期借入金 100,000 100,383 383

負債計 9,231,963 9,236,267 4,303

（9）デリバティブ取引（＊） (658) (658) －

(＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については（　）で示しております。
(注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

（1）現金預金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（2）受取手形・完成工事未収入金等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。なお、外貨建ての完成工事
未収入金の一部については、先物為替予約による振当処理により固定された金額によって評価しております（下記（9）参照）。

（3）有価証券
有価証券は、コマーシャル・ペーパー等であり、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

（4）投資有価証券
投資有価証券については、債券は取引金融機関から提示された価格によっており、株式は取引所の価格によっております。

（5）支払手形・工事未払金等、（6）短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
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（7）社債（１年内償還予定の社債を含む）
当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定し
ております。

（8）長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（9）デリバティブ取引
時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額
（千円）

非上場株式 73,387

関係会社株式 19,600

上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もること等ができず、時価を把握することが極めて困難と認められ
ることから「（4）投資有価証券」には含めておりません。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 480円37銭

２．１株当たり当期純利益 54円58銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

その他の注記
記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券…………定額法による償却原価法
子会社株式及び………………移動平均法による原価法
関連会社株式
その他有価証券

時価のあるもの……………決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの……………移動平均法による原価法

（2）デリバティブの評価基準……時価法
及び評価方法

（3）たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品……………………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定しております。）
未成工事支出金………………個別法による原価法
材料貯蔵品……………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定しております。）

２．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産

リース資産以外………………定率法
の有形固定資産　　　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15～47年
工具器具備品 ３～15年

リース資産
所有権移転ファイ…………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
ナンスリース取引
に係るもの
所有権移転外ファ…………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
イナンスリース取
引に係るもの

無形固定資産……………………定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
によっております。

長期前払費用……………………均等償却
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３．引当金の計上基準
貸倒引当金………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上しております。

賞与引当金………………………従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

役員賞与引当金…………………役員に対する賞与の支給に充てるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しておりま
す。

完成工事補償引当金……………完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工事高に対する補修費の支出見
込額を実績割合により計上している他、特定の工事については、補修費の個別見積額を計上して
おります。

工事損失引当金…………………受注工事等に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事等のうち損失の発生が見込ま
れ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事等について、損失見込額を計上してお
ります。

関係会社事業損失引当金………関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社に対する投資額を超えて当社が負担することとな
る損失見込額を計上しております。

退職給付引当金…………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき計上しております。
なお、当事業年度末においては、退職給付引当金の計上はなく、投資その他の資産に「前払年金
費用」2,224,699千円を計上しております。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）
による按分額（定額法）を費用処理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（10年）による按分額（定額法）を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

４．収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価
比例法）、その他の工事については工事完成基準によっております。
なお、工事進行基準の適用要件を満たす工事契約が存在しないため、全ての工事について工事完成基準によっております。

５．ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しております。
なお、振当処理の適用要件を満たしている為替予約等については振当処理を採用しております。

６．消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

10



会計方針の変更
企業結合会計に関する会計基準等の適用

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）及び「事業分
離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を、当事業年度
から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当事業年度の期首以後実施
される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する事業年度の計算書類
に反映させる方法に変更しております。
企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)及び事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的
な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しております。
この変更により、計算書類に与える影響はありません。

平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平
成28年6月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率
法から定額法に変更しております。
この変更により、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。

表示方法の変更に関する注記
損益計算書

前事業年度において営業外収益「その他」に含めていた「保険配当金」（前事業年度53,133千円）は、営業外収益の総額の100
分の10を超えたため、当事業年度においては区分掲記しております。

前事業年度において営業外費用「その他」に含めていた「社債保証料」（前事業年度5,190千円）は、営業外費用の総額の100分
の10を超えたため、当事業年度においては区分掲記しております。

前事業年度において特別利益「その他」に含めていた「投資有価証券売却益」（前事業年度628千円）は、特別利益の総額の100
分の10を超えたため、当事業年度においては区分掲記しております。

前事業年度において特別利益「その他」に含めていた「関係会社株式売却益」（前事業年度70,030千円）は、他に一括して特別
利益「その他」に掲記すべきものがないため、当事業年度においては区分掲記しております。

貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 380,236千円

２．偶発債務（保証債務等）
㈱三井住友銀行（注） 56,031千円
（注）北京丹青嘉輝建築装飾有限公司（当社子会社）の現地金融機関からの借入金について、同行が行っている支払承諾に対して債務保証を行っ

ております。

３．関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 2,881,771千円
長期金銭債権 125,520千円
短期金銭債務 5,773,326千円
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４．役員に対する金銭債務
長期金銭債務 23,670千円

５．工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額
損失の発生が見込まれる工事等契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。損失の
発生が見込まれる工事等契約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は、155,228千円であります。

損益計算書に関する注記
１．関係会社との取引高

売上高 89,693千円
売上原価 7,590,762千円
販売費及び一般管理費 763,147千円
営業取引以外の取引高 177,679千円

２．売上原価のうち工事損失引当金繰入額 132,048千円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式 314,337株
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

流動の部
繰延税金資産

賞与引当金・未払賞与 266,525千円
工事損失引当金 51,608千円
未払社会保険料 42,368千円
未払事業税 70,882千円
その他 130,090千円

繰延税金資産小計 561,475千円
評価性引当額 △7,421千円
繰延税金資産合計 554,054千円
繰延税金資産純額 554,054千円

固定の部
繰延税金資産

ソフトウェア開発費 70,691千円
貸倒引当金 103,729千円
投資有価証券 31,519千円
関係会社事業損失引当金 159,836千円
その他 121,485千円

繰延税金資産小計 487,262千円
評価性引当額 △391,180千円
繰延税金資産合計 96,081千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △458,236千円
前払年金費用 △681,202千円

繰延税金負債合計 △1,139,439千円
繰延税金負債純額 △1,043,357千円

13



関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容

取引金額
（千円）
（注）３

科目
期末残高
（千円）
（注）３

子会社 ㈱丹青ＴＤＣ 所有
直接 100％

当社の工事施工に伴う工事の一
部を受注しております。
当社より融資を受けておりま
す。
役員の兼任　２名

工事の発注
（注）１ 5,380,686 工事未払金 476,136

子会社 ㈱丹青ビジネス 所有
直接 100％

当社の建物等の保守管理、事務
用度品及び機器等の一部を受注
しております。
当社より融資を受けておりま
す。
役員の兼任　１名

資金の貸付
（注）２ 38,311,000 短期貸付金 2,717,000

ﾌｧｸﾀﾘﾝｸﾞ
取引

（注）２
14,846,670 ﾌｧｸﾀﾘﾝｸﾞ

未払金 4,673,930

利息の受取
（注）２ 35,067 流動資産

「その他」 2,709

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注）１．工事の発注にあたっては、一般取引先と同様に決定しております。

２．資金の貸付にあたっては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
なお、担保は受入れておりません。
ファクタリング取引は、当社の営業債務に関し当社、当社の仕入先、㈱丹青ビジネスの三者間で基本契約を締結し、ファクタリング方式に
よる決済を行っているものであります。

３．取引金額には、消費税等は含まれておりません。また、工事未払金及びファクタリング未払金以外の期末残高には、消費税等は含まれてお
りません。

４．子会社の債務超過について、522,000千円の関係会社事業損失引当金及び181,000千円の関係会社事業損失引当金繰入額を計上しておりま
す。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 455円36銭

２．１株当たり当期純利益 51円38銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

連結配当規制適用会社に関する注記
当社は連結配当規制の適用会社であります。

その他の注記
　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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